




令和元年度 消費者政策の実施の状況

令和元年度 消費者事故等に関する情報の集約
及び分析の取りまとめ結果の報告

［概要］
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第２部 消費者政策の実施の状況

第１章 消費者庁における主な消費者政策

第１節 消費者基本計画
第２節 消費者被害の防止
第３節 消費者による公正かつ持続可能な社会への参画

等を通じた経済・社会構造の変革の促進
第４節 消費生活に関連する多様な課題への機動的・

集中的な対応
第５節 消費者教育の推進及び消費者への情報提供の

実施
第６節 消費者行政を推進するための体制整備

第２章 消費者政策の実施の状況
第１節 消費者の安全の確保
第２節 表示の充実と信頼の確保
第３節 適正な取引の実現
第４節 消費者が主役となって選択・行動できる

社会の形成
第５節 消費者の被害救済、利益保護の枠組みの整備
第６節 国や地方の消費者行政の体制整備
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（令和元年度 消費者政策の実施の状況／消費者事故等に関する情報の集約及び分析の取りまとめ結果の報告）

第１部 消費者問題の動向と消費者意識・行動

第１章 消費者事故等に関する情報の集約及び分析の

取りまとめ結果等

第１節 消費者庁に通知された消費者事故等に
関する情報の集約及び分析の取りまとめ結果

第２節 消費者庁に集約された生命・身体に関する事故情報等
第３節 消費生活相談の概況
第４節 最近注目される消費者問題
第５節 消費者被害・トラブルの経験と被害・トラブル額の推計
第６節 消費者を取り巻く環境変化の動向

第２章 つくる責任、つかう責任、減らす責任
～食品ロス削減－持続可能な社会のために～

第１節 消費と資源
第２節 食品ロス問題の解決に向けて
第３節 プラスチックごみ問題の解決に向けて
第４節 持続可能な社会の形成に向けて

消費者安全法に基づく国会報告

消費者基本法に基づく国会報告

資料編 （消費者行政等に関するデータ集）

・本資料におけるＰＩＯ‐ＮＥＴに登録された消費生活相談情報は2020年３月31日時点。
・ＰＩＯ‐ＮＥＴに登録された消費生活相談情報は消費生活センター等での相談受付から登録まで一定の時間を要するため、相談件数は今後若干

増加する可能性がある。
・意識調査におけるＭ．Ｔ．は、回答数の合計を回答者数（Ｎ）で割った比率のこと。複数回答ができる質問の場合は、通常その値は100％を超える。

特集
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○2019年度に消費者庁に通知された消費者事故等は11,944件。内訳は「生命身体事故等」が2,632件、「財産事案」が9,312件。
○重大事故の通知を端緒として、ベビーベッドの収納棚が不意に開き乳児が窒息する重大事故等について注意喚起を実施。

【消費者安全法に基づく国会報告】 第１部第１章第１節
消費者事故等に関する情報の集約及び分析の取りまとめ結果１

○重大事故を端緒とした注意喚起

下部に扉付きの収納部分があり、床板の高さを調整できる

木製ベビーベッドを使用中、収納部分の扉が不意に開いたために

乳児が窒息し、死亡又は重体に陥った重大事故が２件発生

（関係行政機関からの通知）。

○生命身体事故等のうち、重大事故等の約８割は 「火災」。

図表Ⅰ-1-1-5 木製ベビーベッドでの事故発生時のイメージと事故の再現
テスト

（備考）　�消費者庁・国民生活センター「木製ベビーベッドの収納扉が不意に開き乳児が窒息する重大事故が発
生！」（2019年11月15日公表）

寝返りをした乳児の身
体が接触するなどし
て、収納部分のロック
が掛かっていない扉が
開く。

ベッドの外に出た身体
の一部の重みにより、
ずり落ちるように、容
易に腰まですり抜け
る。

その後、肩まではすり
抜けるが頭部は抜けな
い。

後頭部が収納部分の上
枠に押されたように固
定され、口と鼻が敷具
に押し付けられる。

事故の再現テスト

床板

収納部分

敷具

前枠

収納部分の
開口部

収納部分
の上枠

扉

前枠上部

図表Ⅰ-1-1-3 消費者安全法の規定に基づき消費者庁に通知された消費者事故等

（備考）　�消費者安全法の規定に基づき、行政機関の長、都道府県知事、市町村長及び国民生活センターの長から消費者庁
に通知された消費者事故等の件数。
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○消費者安全法の規定に基づき、通知された財産事案を基に、事業者名の公表の注意喚起を13件実施。
○主な事案は、簡単に稼げると見せかける手口、チケット転売の仲介サイト等。

【消費者安全法に基づく国会報告】 第１部第１章第１節

消費者事故等に関する情報の集約及び分析の取りまとめ結果２

図表Ⅰ-1-1-11 チケット転売の仲介サイトに関する事案の概要

（備考）　消費者庁「チケット転売の仲介サイト『viagogo』に関する注意喚起」（2019年 9 月13日公表）より一部改変。

チケットを購入させるまでの流れ
確認した事実

皆様へのアドバイス

インターネット上にリスティング広告を掲載し、消費者を
自社のサイトへ誘導します。

●時間切れになっても、ほかの購入希望者がいない限り、
新たな残り時間が何度も付与され、チケットを優先的に
購入できなくなることはありませんでした。(虚偽・誇
大な広告・表示及び不実告知)
●「良くある質問」コーナーで、他人名のチケットでも確
実に入場できると表示していますが、転売チケットでは
入場できないと言われた消費者もいるため、確実に入場
できるわけではありません。
（虚偽・誇大な広告・表示及び不実告知）

●チケットを購入する際は、
正規のチケット販売サイト
であることを確認しましょ
う。
●興行主の同意のない転売サ
イトから購入したチケット
ではイベントに入場できな
いおそれがあるので注意し
ましょう。

チケットの購入手続画面に「購入完了までの残り時間」を
表示して焦らせ、購入を急がせます。

消費者は、｢時間内に手続を完了させないとチケットを入手
できなくなる」と思い込み、焦って購入手続を進めます。

実際の表示内容
（例：ラグビーワールドカップ）

ヤバい！
早くしないと買
えなくなる！

図表Ⅰ-1-1-10 消費者安全法の規定に基づく注意喚起を実施した
財産事案例（2019年度）

手口 具体例

架空請求
（ １ 件）

実在する企業の名をかたって消費者の携帯電話へショートメッセージ
サービス（SMS）を送信し、有料コンテンツの未払料金があるなど
として金銭の支払を要求する。

高額の投資
（ １ 件）

特許権を取得した通信機器で収益を得られるなどとうたい高額の投
資を勧誘していたが、消費者に販売した機器は特許権を取得してお
らず、企業への販売実績もなく売上げを按分した金銭の支払はなさ
れていなかった。

簡単に稼げると見
せかける手口

（ ８ 件）

「ゲーム感覚で毎日 ３ 万円稼げる」などとうたい、専用のアプリケー
ションソフトを利用すれば暗号資産（仮想通貨）取引で確実に収益
を上げられるとして高額な契約を結ばせていたが、収益を上げられる
仕組みにはなっていない。

「超簡単『スマホで錬金術』」などとうたい、利益を得るノウハウ等
を記した「スマ錬BOOK」と称する情報商材を提供して、サポートを
受けるために高額な料金を支払わせるも、誰もが簡単に稼げる仕組
みとはなっていない。

最初に １ 万円程度を支払わせてビジネスに参加させた後、執よう
な電話勧誘により著しく高額な情報商材を購入させるも、ビジネ
スは「稼げるための仕組み」を伴わない架空のものであり、消費
者は全く稼ぐことができない。

役務の訪問販売
（ ２ 件）

「PRPシステム」と称して、IP電話機能等が読み込まれたカード型
USBメモリを消費者に販売し、それを消費者から借り上げ、転貸して
運用した収益から購入代金を上回る賃借料を消費者に支払うとする
役務を提供していたが、運用収益から賃借料を支払っている実態が
無かった事業者と、同種又は類似の事業を行う可能性。

チケット転売
（ １ 件）

購入画面に「購入完了までの残り時間」を表示して焦らせ、購入を
急がせるが、時間切れになっても、ほかの購入希望者がいない限り、
新たな時間が何度も付与される。他人名義のチケットで確実に入場
できると表示があるが、実際は他人名義のチケットでは確実に入場で
きるわけではない。
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○2019年の消費生活相談件数は、93.3万件、前年に比べ約９万件減少。
○架空請求に関する相談件数が半減（26.0万件 → 13.0万件）。相談件数全体の減少の主因に。

第１部第１章第３節 消費生活相談件数の推移

図表Ⅰ-1-3-1 消費生活相談件数の推移

（備考）　 1．�PIO-NETに登録された消費生活相談情報（2020年 3 月31日までの登録分）。
　　　　 2．�1984～2006年度は、国民生活センター「消費生活年報2019」による「年度」データを集計。2007～2019年は「年」データを集計。
　　　　 3．�「架空請求」とは、身に覚えのない代金の請求に関するもの。2000年度から集計。
　　　　 4．�2007年以降は経由相談のうち「相談窓口」を除いた相談件数を集計。
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○商品・サービス別の相談件数では、「通信サービス」、「商品一般」が突出。
○相談１件当たりの支払額では、「工事・建築・加工」が109.3万円で最高。次いで「土地・建物・設備」が89.2万円。

第１部第１章第３節 2019年の消費生活相談の概況

図表Ⅰ-1-3-2 消費生活相談の商品・サービス別の件数・平均既支払額（2019年）

（備考）　 1．�PIO-NETに登録された消費生活相談情報（2020年 3 月31日までの登録分）。
　　　　 2．�縦軸は商品別分類の相談件数。横軸の商品別分類の幅の長さは平均既支払額を示している。
　　　　 3．�各商品別分類項目は相談件数の多い順に並んでいる。
　　　　 4．�平均既支払額は無回答（未入力）を 0と仮定して、消費者庁で算出している。
　　　　 5．�「運輸・通信サービス」は、「運輸サービス」と「通信サービス」に分けて記載している。
　　　　 6．�「金融・保険サービス」の内訳は、融資サービス、預貯金・投資商品等、保険で、その件数の内訳を割合で示しており、平均既支払額の内訳を割合で示したものではない。「金融・保険サー

ビス」の平均既支払額は、�融資サービスでは10.4万円、預貯金・投資商品等では245.1万円、保険では57.5万円。
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○高齢者の消費生活相談件数は、2019年は減少も、相談件数での割合は、2018年に続き３割超。
○商品・サービス別では、「商品一般」が最多。ほかではインターネット関連が上位に。

第１部第１章第３節・第４節 最近注目される消費者問題１

「高齢者」の相談事例

・契約している大手携帯電話会社の関連会社と偽られて、
別会社と光回線の契約をしてしまった。

・高齢の母が、電話勧誘で海産物を次々に購入させられ
ている。

図表Ⅰ-1-3-12 高齢者の商品・サービス別上位相談件数

（備考）　 1．PIO-NETに登録された消費生活相談情報（2020年 3 月31日までの登録分）。
　　　　 2．品目は商品キーワード（小分類）。
　　　　 3．契約当事者が65歳以上の相談。

２0１7年 件数 ２0１８年 件数 ２0１9年 件数

１ 商品一般 ３9,949 商品一般 １２８,１８８ 商品一般 79,８１１ 

２ デジタルコンテンツ（全般） ２３,645 デジタルコンテンツ（全般） １5,405 光ファイバー １１,067 

３ 光ファイバー 9,770 光ファイバー 9,８0２ 他のデジタルコンテンツ ８,１２9 

4 アダルト情報サイト 7,２0３ 他のデジタルコンテンツ 6,８6１ 他の健康食品 6,646 

5 他のデジタルコンテンツ 5,70２ ファンド型投資商品 6,２46 デジタルコンテンツ（全般） 6,３67 

6 新聞 5,4３7 修理サービス 5,7１5 携帯電話サービス 6,１２4 

7 フリーローン・サラ金 4,996 フリーローン・サラ金 5,409 修理サービス 5,7８4 

８ 修理サービス 4,８4３ 新聞 5,３0３ 役務その他サービス 5,３57 

9 他の健康食品 4,８１１ 他の健康食品 5,２7１ 電気 5,２56 

１0 相談その他（全般） 4,１８7 携帯電話サービス 4,８09 新聞 4,9３4 

黄色 ：インターネット関連 紫色 ：投資勧誘トラブル 緑色 ：借金に関するもの
図表Ⅰ-1-3-7 年齢 3 区分別にみた消費生活相談件数の割合

（備考）　 1．�PIO-NETに登録された消費生活相談情報（2020年 3 月31日までの登録分）。
　　　　 2．�四捨五入のため合計は必ずしも一致しない。
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図表Ⅰ-1-3-11 高齢者に関する消費生活相談件数

（備考）　 1．�PIO-NETに登録された消費生活相談情報（2020年 3 月31日までの登録分）。
　　　　 2．�契約当事者が65歳以上の相談。
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○若者の相談では、女性のみならず男性でも「美容」が上位に。20歳代では「フリーローン・サラ金」も上位に。
○若者を中心に、各年齢層で「定期購入」やSNSが関連している消費生活相談が増加。

第１部第１章第３節・第４節 最近注目される消費者問題２

「若者」の相談事例
・未成年の息子がスマートフォンの広告で除毛剤を購入。
使ったら、かゆみや赤みが出たので、もう使いたくないという。
本日、同じ商品が届き、定期購入契約であることが分かった。

図表Ⅰ-1-4-8 SNSが何らかの形で関連している消費生活相談件数

（備考）　�PIO-NETに登録された消費生活相談情報（2020年 3 月31日までの登録分）。

8,817

11,631
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図表Ⅰ-1-4-9 「定期購入」に関する消費生活相談件数の推移（年齢層別）

（備考）　�PIO-NETに登録された消費生活相談情報（2020年 3 月31日までの登録分）。
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図表Ⅰ-1-3-10 若者の商品・サービス別上位相談件数（2019年）

（備考）　 1．PIO-NETに登録された消費生活相談情報（2020年 3 月31日までの登録分）。
　　　　 2．品目は商品キーワード（小分類）。

男性
１5-１9歳 ２0-２4歳 ２5-２9歳

件数 ８,7８9 件数 １9,977 件数 １5,96２
１ 脱毛剤 １,406 賃貸アパート １,07３ 賃貸アパート １,5１0
２ オンラインゲーム 55３ 他のデジタルコンテンツ １,00２ フリーローン・サラ金 ８55
３ 化粧品その他 ３6１ 商品一般 9１6 商品一般 75３
4 アダルト情報サイト ３60 脱毛剤 ８74 他のデジタルコンテンツ 550
5 商品一般 ３47 フリーローン・サラ金 774 普通・小型自動車 509
6 他のデジタルコンテンツ ３１0 出会い系サイト 6８３ デジタルコンテンツ（全般） ３7２
7 他の健康食品 ２46 他の内職・副業 67８ 出会い系サイト ３54
８ 出会い系サイト ２２7 教養娯楽教材 64３ 携帯電話サービス ３44
9 デジタルコンテンツ（全般） ２04 普通・小型自動車 5８7 光ファイバー ３３８
１0 化粧水 １８4 電気 5８２ 脱毛剤 ３２0

女性
１5-１9歳 ２0-２4歳 ２5-２9歳

件数 ８,２３８ 件数 ２0,779 件数 １7,9１9
１ 他の健康食品 １,6１5 脱毛エステ １,１８３ 賃貸アパート １,669
２ 酵素食品 ３9２ 賃貸アパート １,１5３ 商品一般 9２6
３ 商品一般 ３２0 他のデジタルコンテンツ １,１0２ 他のデジタルコンテンツ 7２８
4 他のデジタルコンテンツ ２８7 出会い系サイト 957 他の健康食品 56１
5 健康食品（全般） ２74 商品一般 ８75 出会い系サイト 46８
6 コンサート ２70 他の健康食品 ８１１ フリーローン・サラ金 44８
7 アダルト情報サイト ２56 他の内職・副業 7１0 デジタルコンテンツ（全般） 4２5
８ デジタルコンテンツ（全般） ２55 デジタルコンテンツ（全般） 5２0 脱毛エステ ３79
9 脱毛剤 １８4 フリーローン・サラ金 ３95 結婚式 ３7１
１0 賃貸アパート １60 痩身エステ ３66 役務その他サービス ３２4

黄色 ：デジタルコンテンツ 黄緑色 ：一人暮らしがきっかけとなり得るもの
緑色 ：借金に関するもの 青色 ：自動車に関するもの ピンク色 ：美容に関するもの
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○三つの台風の上陸により、2019年は「自然災害」に関する相談件数が、2018年を上回る。
○８月以降、台風被災地が単位人口当たり相談件数の上位に。

第１部第１章第３節・第４節 最近注目される消費者問題３

「自然災害」の相談事例

・工事業者を名のる人物から「お宅の瓦がずれている。もう
すぐ台風が来るので至急工事をした方がよい」と工事を
急かすような勧誘を受けた。

・台風の影響で停電が続き、蒸し暑い中電気製品が使え
ず困っている。電力会社への電話がつながらないがどう
すればよいか。

図表Ⅰ-1-4-7 自然災害に関する都道府県別単位人口当たりの消費生活相談件数・上位10位（月別・2019年）

（備考）　 1．PIO-NETに登録された消費生活相談情報（2020年 3 月31日までの登録分）。
　　　　 2．都道府県別の単位人口当たり相談件数について、月別の上位10位以内を示したもの。
　　　　 3．都道府県別人口出典：総務省「人口推計」（2019年10月1日現在）。

１ 月 ２ 月 ３ 月 4 月 5 月 6 月 7 月 ８ 月 9 月 １0月 １１月 １２月
１ 位 熊本県 熊本県 大阪府 熊本県 熊本県 大阪府 大阪府 和歌山県 千葉県 千葉県 千葉県 千葉県
２ 位 大阪府 大阪府 福島県 大阪府 大阪府 群馬県 群馬県 大阪府 神奈川県 福島県 福島県 福島県
３ 位 和歌山県 岡山県 熊本県 栃木県 茨城県 熊本県 熊本県 福井県 佐賀県 神奈川県 栃木県 栃木県
4 位 岡山県 京都府 茨城県 奈良県 岡山県 茨城県 岡山県 熊本県 群馬県 栃木県 神奈川県 神奈川県
5 位 宮崎県 静岡県 和歌山県 岡山県 栃木県 福井県 福井県 高知県 大阪府 東京都 茨城県 長野県
6 位 福井県 栃木県 兵庫県 京都府 群馬県 和歌山県 栃木県 群馬県 茨城県 和歌山県 群馬県 群馬県
7 位 滋賀県 宮城県 岡山県 宮崎県 滋賀県 徳島県 和歌山県 岡山県 岡山県 宮城県 東京都 茨城県
８ 位 奈良県 鳥取県 群馬県 宮城県 宮城県 岡山県 鹿児島県 佐賀県 徳島県 茨城県 宮城県 熊本県
9 位 佐賀県 大分県 大分県 鹿児島県 静岡県 宮城県 大分県 大分県 熊本県 群馬県 大阪府 大阪府
１0位 茨城県 岩手県 岩手県 和歌山県 福島県 栃木県 茨城県 鹿児島県 東京都 長野県 長野県 東京都

図表Ⅰ-1-4-5 自然災害に関する消費生活相談件数

（備考）　�PIO-NETに登録された消費生活相談情報（2020年 3 月31日までの登録分）。
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5,023
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0
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2011年３月
　東日本大震災

2018年６月
　大阪府北部を震源とする地震
2018年７月
　平成30年７月豪雨
2018年９月
　平成30年台風第21号
　平成30年北海道胆振東部地震

2019年８月
　令和元年台風第10号
2019年９月
　令和元年房総半島台風
2019年10月
　令和元年東日本台風
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○2020年初頭の新型コロナウイルス感染症の世界的な拡大により、日常の消費生活に大きな影響。
○消費生活相談として、転売や航空券等のキャンセル料、送り付け商法等に関するものが寄せられている。
○消費者庁は、マスク等の物資の需要増に対応するとともに不当表示や悪質商法による消費者被害の防止等へ
の取組を実施。

第１部第１章第３節・第４節 最近注目される消費者問題４

新型コロナウイルス感染症の
拡大への消費者庁の対応

①マスク等の物資の需要増への対応

②食料品等の冷静な購買活動の呼び掛け

③不当表示や悪質商法による消費者被害

の防止

・新型コロナウイルスに対する予防効果を標ぼう

する商品の表示に対する改善要請

・国民生活センターによる便乗商法への注意喚起

④食品表示基準の弾力的運用（３月３日）

⑤正確な情報発信や不確かな情報の

発信・拡散の抑制への対応

（第４期消費者基本計画）

新型コロナウイルス感染症に関する消費生活相談の件数と傾向
１．消費生活相談件数の推移

２．主な相談事例
○品不足、転売、抱き合わせ販売に関するもの
（例）マスク、トイレットペーパー、ティッシュペーパー、消毒液等
○キャンセル料等に関するもの
（例）�航空券・宿泊等の旅行関係、コンサート等のイベント、結婚式、着物レンタル、スポーツクラブの会費、

宴会等
○詐欺や悪質商法の可能性があるもの
（例）【詐欺サイト】
 　　　・�大量在庫ありと記載されたサイトでマスク等を注文。後刻不審に思い記載番号に電話すると別の店

だった。詐欺サイトだったようだ。
　　　【送り付け商法】
 　　　・�注文していない箱入りのマスクが送付されてきた。どうしたらよいか。
　　　【新型コロナウイルスへの効果を標ぼうするもの】
 　　　・�胸にプレートを下げると新型コロナウイルスに効くという商品。効果はあるか。
　　　【給付金詐欺】
 　　　・�携帯電話に、10万円給付金の事務代行手続のため3,000円振り込むようにとSMSが届いた。
　　　【その他】
 　　　・�「行政からの委託で消毒に行く」という電話がかかってきた。

受付日
（2020年１月１日以降）

１月31日まで ２月29日まで ３月31日まで ４月30日まで ５月20日まで

累積件数 155 2,527 12,536 28,340 32,555
（備考）１．�PIO-NETに登録された消費生活相談情報（2020年５月20日までの登録分）
　　　　２．「新型コロナ関連」の相談。
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○2019年に入り、「チケット転売」の相談件数が増加。相談件数は前年の約4.2倍に。
○ラグビーワールドカップ開幕（2019年９月）前後には「チケット転売」の取引金額が高額化。

第１部第１章第３節・第４節 最近注目される消費者問題５

「チケット転売」の相談事例

・入場できないおそれのある転売禁止のチケットが販
売されており、購入してしまった。

・購入者がチケットの受取完了の手続をせず、チケット
転売仲介サイトから代金が支払われない。

図表Ⅰ-1-4-13 「チケット転売」に関する消費生活相談：既支払額の推移

（備考）　 1．�PIO-NETに登録された消費生活相談情報（2020年 3 月31日までの登録分）。
　　　　 2．�無回答（未入力）を除いて集計。
　　　　 3．�平均既支払額は、 0円を含めて算出。
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～50万円未満 50万円以上～10万円未満

図表Ⅰ-1-4-14 「チケット転売」に関する消費生活相談の年齢層別
割合（2019年）

（備考）　 1．PIO-NETに登録された消費生活相談情報（2020年 3 月31日までの登録分）。
　　　　 2．無回答（未入力）を除いて集計。
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図表Ⅰ-1-4-12 「チケット転売」に関する消費生活相談件数の推移

（備考）　�PIO-NETに登録された消費生活相談情報（2020年 3 月31日までの登録分）
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○「情報商材※1」に関する消費生活相談件数は、約7,700件。20歳代での増加が顕著。
○「マルチ商法※2」では、「サービス」に関するものの相談割合が過半数（“モノなしマルチ”）。

第１部第１章第３節・第４節 最近注目される消費者問題６

「情報商材」の相談事例

・SNSでFXの情報商材を知り、セミナーに出掛け契約した
が、無価値な内容だった。

「マルチ商法」の相談事例

・中学時代の友人から誘われ「海外の不動産に投資をす
れば暗号資産（仮想通貨）で配当がある。投資者を紹介
すれば紹介料を受け取ることができる」と説明を受け、
借金して、代金を友人に手渡した。

※２「マルチ商法」：商品・サービスを契約して、次は自分がその組織の勧誘者となって紹介料
報酬等を得る商法。特定商取引法の「連鎖販売取引」とは必ずしも一致しない。

※１「情報商材」：インターネットの通信販売等で、副業・投資やギャンブル等で高額収入を受ける
ためのノウハウなどと称して販売されている情報。形式はPDF等の電子媒体、動画、メールマ
ガジン、アプリケーション。

図表Ⅰ-1-4-17 「マルチ商法」に関する消費生活相談件数

（備考）　 1．�PIO-NETに登録された消費生活相談情報（2020年 3 月31日までの登録分）
　　　　 2．2015年 4 月 1 日に標準キーワード改定が行われている。
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図表Ⅰ-1-4-15 「情報商材」に関する消費生活相談件数（年齢層別）

（備考）　�PIO-NETに登録された消費生活相談情報（2020年 3 月31日までの登録分）。
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○2019年年間の消費者被害・トラブル額は、推計約4.7兆円（既支払額（信用供与を含む。））。
○消費生活相談の平均契約購入金額及び平均既支払額は共に減少。「ファンド型投資商品」が減少。

第１部第１章第５節 消費者被害・トラブルの経験と被害・トラブル額の推計

図表Ⅰ-1-3-5 既支払額総額の推移（商品・サービス別）

（備考）　 1．�PIO-NETに登録された消費生活相談情報（2020年 3 月31日までの登録分）。
　　　　 2．�「金融・保険サービス」、「工事・建築・加工」、「土地・建物・設備」が商品

別分類（大分類）。「ファンド型投資商品」は、商品別分類。

1,508 1,450

1,811

1,391

427 423

457

398

258 255

244

220

301 282

279

323

338 259

295

271

184 231
536

179
2019201820172016

0

1,500

1,000

500

2,000

金融・
保険サービス

（年）

ファンド型
投資商品

（億円）

その他土地・建物・設備工事・建築・加工
ファンド型投資商品以外の金融・保険サービスファンド型投資商品図表Ⅰ-1-3-3 平均契約購入金額・平均既支払額の推移

（備考）　�PIO-NETに登録された消費生活相談情報（2020年 3 月31日までの登録分）。
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200

150

2019
（年）

65歳以上 65歳未満全体

0

160
（万円）平均契約購入金額 平均既支払額

60
40
20

80
100

140
120

2010 20182017201620152014201320122011 2019
（年）

2010 20182017201620152014201320122011

図表Ⅰ-1-5-4 消費者被害・トラブル額の推計結果

※「既支払額（信用供与を含む。）」とは、既に支払った金額にクレジットカード等による将来の支払を加えたもの。
（備考）　 1．消費者被害・トラブル額とは、消費者被害・トラブルに関する商品・サービスへの支出総額を指す。　
　　　　 2．�満15歳以上の人口に、「消費者意識基本調査」の結果から求めた消費者被害・トラブルの「発生確率」を乗じた上で、消費生

活相談情報から計算される、被害 1件当たりの平均金額を乗じて算出した金額に、高齢者の潜在被害として想定される金額を
加えて補正した推計額。

　　　　 3．�「発生確率」は、消費者意識基本調査において「あなたがこの 1年間に購入した商品、利用したサービスについてお尋ねします。
この 1年間に、以下に当てはまる経験をしたことはありますか。」との問に対して、以下の経験についての回答を集計した結
果に基づき推計している。①けが、病気をする等、安全性や衛生面に問題があった、②商品の機能・品質やサービスの質が期
待よりかなり劣っていた、③思っていたよりかなり高い金額を請求された、④表示・広告と実際の商品・サービスの内容がか
なり違っていた、⑤問題のある販売手口やセールストークにより契約・購入した、⑥契約・解約時のトラブルにより被害に遭っ
た、⑦詐欺によって事業者にお金を払った（又はその約束をした）、⑧その他、消費者被害の経験。

　　　　 4．平均金額は、各年の消費生活相談情報（翌年 1月31日までの登録分）に基づき算出している。
　　　　 5．�本推計に使用している意識調査はあくまで消費者の意識に基づくものであり、消費者被害・トラブルの捉え方が回答者により

異なること、意識調査の性格上誤差を含むものであることに注意が必要。

２0１5年 ２0１6年 ２0１7年 ２0１８年 ２0１9年

契約購入金額 約6.6兆円 約5.２兆円 約5.7兆円 約6.３兆円 約6.0兆円

既支払額（信用供与を含む。）※ 約6.１兆円 約4.８兆円 約4.9兆円 約5.4兆円 約4.7兆円

既支払額 約5.6兆円 約4.３兆円 約4.6兆円 約5.３兆円 約4.6兆円
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○インターネットが消費者の取引手段として浸透し、電子商取引市場が拡大。
○フリマアプリは2012年に登場、６年で巨大な市場（6392億円）に成長。
○消費者の決済手段のキャッシュレス化が進展。2019年12月には、84.7％がキャッシュレス決済を利用。

第１部第１章第６節 消費者を取り巻く環境変化の動向

※フリマアプリとは、スマートフォン等を使用してフリーマーケットのように個人が
手軽に物品を出品し、個人間で売買を可能にする専用のアプリケーションの
こと（経済産業省「平成27年度我が国経済社会の情報化・サービス化に係る
基盤整備報告書」（2016年６月））。

図表Ⅰ-1-6-20 フリマアプリ※の推定市場規模

（備考）　�経済産業省「我が国におけるデータ駆動型社会に係る基盤整備（電子商取引に関
する市場調査）報告書」により作成。

3,052

4,835

6,392

201820172016
0

6,000

5,000

4,000

3,000

2,000

1,000

7,000
（億円）

（年）

図表Ⅰ-1-6-18 国内の電子取引（BtoC）市場規模の推移

（備考）　�経済産業省「我が国におけるデータ駆動型社会に係る基盤整備（電子商取引に関
する市場調査）報告書」により作成。

4.4

6.7

9.5

13.8
15.1

16.5
18.0

2018201720162015201220092006
0

18

16

14

12

10

8

6

4

2

20
（兆円）

（年）

（備考）　 1．�消費者庁「物価モニター調査」（2019年、確報値）により作成。
　　　　 2．�「あなたはキャッシュレス決済をどの程度利用していますか。」との問に対する回答。
　　　　 3．四捨五入のため合計は必ずしも一致しない。

9.0

6.2

0.2

0.2

11.8

8.9

37.4

30.5

41.6

54.2

0 100
（％）

80604020

よく利用している
あまり利用していない 全く利用していない 無回答

ときどき利用している

84.7

利用している（計）79.0

７月（N＝1,880）

12月（N＝1,795）

キャッシュレス決済の利用状況（2019年）
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○資源・環境問題等の社会的課題は、消費者政策において重要施策の一つ。
○一般廃棄物の排出量は、2000年頃までは増加していたが、近年は減少傾向。一人１日約900gのごみを排出。
○家庭から排出される「燃やすごみ」の約４割が生ごみ（京都市）。

【特集】第１部第２章第１節 暮らしから考える資源と消費

図表Ⅰ-2-1-5 「燃やすごみ」の組成（重量ベース）（京都市）

（備考）　 1．�京都市「家庭ごみの細組成調査」（2018年度）により作成。
　　　　 2．�四捨五入のため合計は必ずしも一致しない。

生ごみ
38.3％

紙ごみ
31.8％

プラスチック製
容器包装
8.0％

缶・びん・
ペットボトル、
小型金属、
スプレー缶
1.2％

衣類・
身の回り品
2.2％

剪定枝等
1.9％

その他
16.5％

図表Ⅰ-2-1-4 ごみ総排出量と一人 1 日当たりごみ排出量

（備考）　 1．�環境省「一般廃棄物処理事業実態調査」に基づき作成。
　　　　 2．�2005年度実績の取りまとめから「ごみ総排出量」は、廃棄物処理法に基づく「廃棄物の減量その他その適正な処理に関する施

策の総合的かつ計画的な推進を�図るための基本的な方針」における、「一般廃棄物の排出量（計画収集量＋直接搬入量＋資源
ごみの集団回収量）」と同様。

　　　　 3．�一人 1日当たりごみ排出量は総排出量を総人口×365日又は366日でそれぞれ除した値である。
　　　　 4．�総人口は、都道府県の統計課が市区町村に報告を求めた数値（住民基本台帳人口）を使用。
　　　　 5．�2012年度以降の総人口には、外国人人口を含んでいる。

201820151980 201020052000199519901985
2,000

6,000

5,500

5,000

4,500

4,000

3,500

3,000

2,500

700

1,300

1,200

1,100

1,000

900

800

（万トン/年） （g/人日）

ごみ総排出量（左軸）
一人１日当たりごみ排出量（右軸）

（年度）
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○食品の廃棄物とプラスチックの容器包装に対しては、衣類、古紙、びん類、缶類等と比べて、消費者の関心が
突出して高い。

○いずれも社会的課題として、消費者、事業者、行政等が連携協働して取り組んでいくことが必要。

【特集】第１部第２章第１節 資源・環境問題に対する意識

【食品ロス削減】
○2019年10月

「食品ロス削減推進法」の施行
国民運動として、食品ロスの削減を推進

○ 2020年３月
「食品ロスの削減の推進に関する基本的な
方針」を閣議決定

【プラスチックごみ削減】
〇2019年５月

「プラスチック資源循環戦略」を策定

〇2019年６月
G20大阪首脳宣言において
「大阪ブルー・オーシャン・ビジョン

※
」を共有

※海洋プラスチックごみによる新たな汚染を
2050年までにゼロにすることを目指す声明

特集テーマ：つくる責任、つかう責任、減らす責任

～食品ロス削減－持続可能な社会のために～

図表Ⅰ-2-1-7 捨てる量を減らさなければならないと強く感じるもの（ 1 位が多い順）

（備考）　 1．�消費者庁「消費者意識基本調査」（2019年度）により作成。
　　　　 2．�「あなたは日頃の生活で、捨てる量を『減らさなければならない』と強く感じる順に上位 3 つを選んでくだ

さい」との問に対する回答。
　　　　 3．�四捨五入のため合計は必ずしも一致しない。

80.2

81.0

30.5

36.6

21.7

15.5

6.0

8.9

20.1

24.6

15.0

10.9

23.6

40.1

6.4

9.2

5.7

4.0

50.5

32.0
4.0

2.8

1.0

0.6

7.9

1.1

0 80604020 100
（％）

（N＝6,173、M.T.＝274.5％）無回答

強く感じるものはない

缶類、なべ、包丁などの金属

びん類

古新聞・古雑誌、紙の容器包装

衣類や布製品

プラスチックの容器包装

食品の廃棄物

１位 ２位 ３位

15



○日本では年間612万トンの食品ロスが発生（2017年度推計）。

【特集】第１部第２章第２節 食品ロスを取り巻く状況

図表Ⅰ-2-2-1 食品廃棄物等と食品ロスの発生量（2017年度推計）

※ 1．食品廃棄物等には、食品ロスのほか、例えば、魚・肉の骨等、食べられない部分が含まれる。
　　　また、食品廃棄物等の量には飼料等として有価で取引されるものや、脱水等による減量分を含む。
※ 2．（　）内の％は、食品廃棄物等の量に占める食品ロス量の割合。

食品廃棄物等※１　2550万t

食品ロス　612万t
（約24％）※２

（売れ残り、規格外品、返品、
食べ残し、直接廃棄）

1411 783

123

206

16（約59％）

27

発生場所ごとの
食品ロス

外食産業

食品小売業 一般家庭食品卸売業食品製造業

本来食べられるのに
捨てられている食品

121
（約９％）

127
（約62％）

64
（約52％）

284
（約36％）

（万t）

出典：�農林水産省、環境省、2017年度推計を
基に消費者庁作成。
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○食品のライフサイクルの川上から川下まで、あらゆる段階で食品ロスは発生。
○サプライチェーン上の食品ロスも、欠品への寛容度、鮮度志向等、消費者の意識・行動と密接に関連。

【特集】第１部第２章第２節 食品ロスの発生要因

図表Ⅰ-2-2-3 食品ロスの主な発生要因（フロー図）

生産

〈消費段階〉

再生
利用

食品としての
有効活用

（フードバンク活動等）
廃棄

〈サプライチェーン〉

・規格外品の
廃棄

製造

・加工トラブ
ル・調理ミ
ス
・賞味・消費
期限切れ
・作り過ぎ
・加工・調理
くず
・返品

流通

・返品
・賞味・消費
期限切れ
・輸送中の破
損

保存

・保存方法や
期限切れ

小売 買物

・賞味・消費
期限切れ
・販売期限切
れ

・鮮度志向
・買い過ぎ

調理

・過剰除去
・作り過ぎに
よる食べ残
し

飲食店 外食

・作り過ぎ ・急な予約
キャンセル
・食べ残し
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パルシステム生活協同組合連合会

ブロッコリーの加工において、通常は
茎の部分を中心に１株当たり約45％
を切り捨てるところ、長めに残すことで
廃棄率を25％まで抑制。

○規格外等の農水産物を購入したことがある人は約８割。
○身近に販売されているところがあれば、購入する人が増える可能性。

【特集】第１部第２章第２節 段階ごとの分析～生産段階・製造段階～

社会的課題に対応するための学校給食の活用事業（文部科学省）
学校給食において、地産地消や規格外農作物を活用（静岡県袋井市）

株式会社ニチレイフーズ

AIを活用したX線検査を導入。
検査精度の向上により、鶏唐揚げの
硬骨混入を正確に検知し、廃棄量が
半減。
従前より細かい硬骨の混入も検知
可能に。

出典：「平成30年度社会的課題に対応するための学校給食の活用事業
成果報告書（袋井市教育委員会）」（文部科学省）より

図表Ⅰ-2-2-6 規格外等の農水産物を購入した理由（左）と購入しなかった理
由（右） 

（備考）　 1．�消費者庁「物価モニター調査」（2020年 2 月調査、確報値）により作成。
　　　　 2．�（左図）「あなたは、規格外等の農水産物を購入したことがありますか。」との問に対し、

「ある」と回答した人に「あなたが規格外等の農水産物を購入した理由は以下のい
ずれでしょうか。」との問に対する回答（複数回答）。

　　　　 3．�（右図）「あなたは、規格外等の農水産物を購入したことがありますか。」との問に対し、
「ない」と回答した人に「あなたが規格外等の農水産物を購入したことがない（購
入していない）理由は以下のいずれでしょうか。」との問に対する回答（複数回答）。

　　　　 4．�規格外の野菜や自然災害等で傷ついた果物、知名度が低かったり獲れ過ぎたりした
魚等を「規格外等の農水産物」として聞いている。

86.6

77.9

77.3

55.2

42.6

29.4

8.4

0.1

1.7

76.1

15.7

7.5

5.1

5.1

3.1

0.4

2.4

0 10080604020

その他

無回答 無回答

地元産だから

価格が安いから

見た目にはこだ
わらないから

規格品と味が変
わらないから

調理に差し障り
がないから

資源の無駄を減
らせるから

有名な産地・ブ
ランドだから

（％） 0 10080604020

その他

価格が思ったほ
ど安くないから

買えるところが
ないから

安さの理由が規
格以外にもあり

そうだから

おいしくなさそ
うだから

調理がしづらい
から

（％）

見た目が悪いから

（N＝255、
M.T.＝115.3％）

（N＝1,387、
M.T.＝379.2％）

図表Ⅰ-2-2-5 規格外等の農水産物の購入経験

（備考）　 1．消費者庁「物価モニター調査」（2020年 2 月調査、確報値）により作成。
　　　　 2．「あなたは、規格外等の農水産物を購入したことがありますか。」との問に対する回答。
　　　　 3．�規格外の野菜や自然災害等で傷ついた果物、知名度が低かったり獲れ過ぎたりした魚等を「規格外等の農

水産物」として聞いている。
　　　　 4．四捨五入のため合計は必ずしも一致しない。

8.3 0.114.277.4

購入したことがある 購入したことがない わからない 無回答

全体
（N＝1,791）

（％）
1000 80604020

【通常のX線検査機で判定した写真】

【AI選別技術で判定した写真】

※通常のソフトウェアにより、硬
骨の検知は出来ているが、重なっ
た部分で誤検知も発生している。

※AI選別技術を付加したソフト
ウェアで判定すると、硬骨の検知
のみが可能となる。

写真提供：アンリツインフィビス株式会社
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○流通段階では、複数の関係者が関わるため、サプライチェーン全体で解決していくことが必要。
① 納品期限の緩和（３分の１ルールの見直し）、 ② 賞味期限の年月表示化、 ③ 日配品の適正発注の推進

【特集】第１部第２章第２節 段階ごとの分析～流通段階～

① 納品期限の緩和（３分の１ルールの見直し）

３分の１ルールとは、賞味期限を３分割し、最初の３分の１の期限
までに食品製造事業者や卸売事業者が小売事業者に納品する
食品業界独特の商慣習。

納品期限を３分の１から２分の１に見直した場合、
・食品製造業 ：未出荷廃棄が削減
・物流センター：納品期限切れ発生数量が減り、返品も削減

また、一部の食品では、小売店舗においては店頭廃棄増等の
問題はほぼないことが分かった。
（農林水産省「食品ロス削減のための商慣習検討ワーキングチーム」）

② 賞味期限の年月表示化

食品の流通の段階で、既に納品された商品よりも賞味期限の日付が前の
商品を納品すること（日付逆転）ができずに食品ロスが発生する場合がある
が、賞味期限の日付を年月表示にすることで、日付逆転の発生頻度を減ら
し、手持ちの在庫を効率よくさばくことができる。

賞味期限の年月表示化は、貨物の賞味期限ごとの小ロット化を防ぎ、物
流業界の業務効率向上に有効であり、「ホワイト物流」 推進運動にもつな
がる。卸業界においても、同じ賞味期限の商品をまとめて保管できることか
ら、保管スペース、荷役業務、品だし業務等が効率化。

消費者庁では、2020年、玄米及び精米について、調製時期、精米時期等
として、年月日表示に加えて年月旬（上/中/下旬）表示ができるように改め
る食品表示基準の改正を行った。

図表Ⅰ-2-2-7 食品ロス削減に向けた商慣習の見直し

小
売
側
の
メ
リ
ッ
ト
が
見
え
づ
ら
い

納
品
期
限
が
厳
し
い
ま
ま
で
は
限
界

R2.9.17 R2.8

どちらの問題にも貢献

２か月
納品期限 販売期限

製造・卸 お客様小売

製造日 賞味期限
２か月 ２か月

賞味期限の延長

同時に
推進

納品期限の緩和
賞味期間の1/3までに小売に納品しな
ければならない商慣習上の期限（1/3
ルール）を1/2に緩和することを推進。
販売期間の短縮を小売側は懸念

賞味期限の年月表示化
日付逆転による納品拒否の防止や省
力化の観点から、年月日ではなく、
年月で賞味期限を表示することを推
進。
日付の切り捨てによる賞味期間の短
縮を製造側は懸念
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○小売段階では、需給予測のズレや、販売期限切れによる売れ残りによって食品ロスが発生。
○多くの消費者が、賞味期限と消費期限の意味や違いを知っている一方で、鮮度の良い食材を求める傾向。
○賞味期限・消費期限が近づいた商品でも値下げされていれば買う割合は、約６割。
→見切り販売等、消費者に経済的なメリットのある売り切りの方法も有効。

【特集】第１部第２章第２節 段階ごとの分析～小売段階～

図表Ⅰ-2-2-8 小売店舗用消費者啓発資材（農林水産省）

図表Ⅰ-2-2-10 賞味期限・消費期限が近づいた食品が値下げされている場合の対応

（備考）　 1．�消費者庁「消費者意識基本調査」（2019年度）により作成。
　　　　 2．（ 1）�「あなたは日頃、食品や食事について以下の項目がどの程度当てはまると思いますか。」との問で、「賞

味期限・消費期限が近づいていても、安くなっていれば買う」に対する回答。
　　　　　　（ 2）�「消費期限が近づいた食品が店頭にある場合について、あなたはどのように行動しますか。値下げされ

ていた場合はどうですか。」との問に対する回答。
　　　　 3．�四捨五入のため合計は必ずしも一致しない。

0.6

6.510.523.944.314.1

2.8

3.0

3.1

2.7

2.8

23.4

28.8

27.2

40.2

49.3

73.8

68.2

69.7

57.1

47.9

買う 買わない 無回答

かなり当てはまる ある程度当てはまる どちらともいえない
あまり当てはまらない 当てはまらない 無回答

全体
（N＝6,173）

全体
（N＝6,173）

（％）
1000 80604020

（２）消費期限が近づいた商品が店頭にあり、値下げされている場合の行動（食品別）

当てはまる（計）58.4 当てはまらない（計）17.1
（１）賞味期限・消費期限が近づいていても、安くなっていれば買う

惣菜

弁当

調理パン

精肉

鮮魚

0 100
（％）

80604020

図表Ⅰ-2-2-9 賞味期限と消費期限の意味の違いの認知度と買物時の行動

（備考）　 1．�消費者庁「消費者意識基本調査」（2019年度）により作成。
　　　　 2．（ 1）�「あなたは、『賞味期限』と『消費期限』の意味の違いを知っていますか。」との問に対す

る回答。
　　　　　　（ 2）�「あなたは日頃、食品や食事について以下の項目がどの程度当てはまると思いますか。」と

の問で、「売り場では、賞味期限・消費期限が近づいたものをあえて買う」に対する回答。
　　　　 3．�四捨五入のため合計は必ずしも一致しない。

0.62.4

0.62.1

1.925.669.7

20.334.533.29.0

当てはまる（計）11.4 当てはまらない（計）54.8

かなり当てはまる ある程度当てはまる どちらともいえない
あまり当てはまらない 当てはまらない 無回答

全体
（N＝6,173）

（％）
1000 80604020

知っている なんとなく知っている 知らなかった
違いを気にしていなかった 無回答

全体
（N＝6,173）

（％）
1000 80604020

（１）「賞味期限」と「消費期限」の意味の違いの認知度

（２）賞味期限・消費期限が近づいたものをあえて買う
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○外食段階では、作り過ぎや消費者の食べ残しによって食品ロスが発生。
○消費者の約９割が持ち帰りに賛成している一方で、実際に持ち帰ったことがある人は約２割。

【特集】第１部第２章第２節 段階ごとの分析～外食段階～

外食産業では、食品廃棄物等のうち

約62％が食品ロスであると推計されて

おり、産業別にみると最も高い

※2017年度推計（農林水産省）

【対策】

まずは提供された料理をおいしく食べきるこ

とが大切

やむを得ず食べきれなかった料理を持ち帰

ることも有効

事業者 消費者

小盛り、小分けメ
ニューの導入

適正量の注文

食べきりへのインセ
ンティブの付与

食べきり運動の促進

食べ残し持ち帰りへ
の対応

食べ残し持ち帰りの
活用

外食時に食べ残してしまった食事を持ち帰るための容器

環境省、消費者庁及び農林水産省は、
「Newドギーバッグアイデアコンテスト」を開催し、
飲食店での食べ残しの持ち帰りを日本で普及、
定着させるためのアイデアを募集（2020年３月）

図表Ⅰ-2-2-13 外食時の持ち帰りに対しての賛否と経験

（備考）　 1．�消費者庁「物価モニター調査」（2020年 1 月調査、確報値）により作成。
　　　　 2．（ 1）�「あなたは、外食時に食べきれなかった料理を持ち帰る行動について、どのように思いますか。」との問

に対する回答。
　　　　　　�（ 2 ）�「あなたは、過去 1 年くらいで、外食時に料理を食べきれなかったことはありましたか。また、食べき

れなかったものについて、持ち帰りましたか。」との問に対する回答。
　　　　 3．�四捨五入のため合計は必ずしも一致しない。

7.5 0.139.451.2

51.8
8.517.3

45.1

19.3

1.8

3.1

0.1

賛成（計）90.6

食べきれなかったことがある 食べきれなかったことはなかった 外食をしなかった 無回答

持ち帰ったことがある
食べきれなかったことがある回答の内訳

持ち帰りたいと思ったが、持ち帰ったことはない

全体
N=1,797

（％）
1000 80604020

賛成 どちらかといえば賛成 どちらかといえば反対 反対 無回答

全体
N=1,797

（％）
1000 80604020

（２）外食時に食べきれなかったこと及び持ち帰りの経験

反対（計）9.3
（１）外食時に食べきれなかった料理を持ち帰ることに対する賛否

持ち帰りたいとは思わなかった

店舗側が消費者に
「持ち帰り可」である
ことを示すステッカー
（ドギーバッグ普及委員会作成）
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○食品ロスの約46％に当たる284万トンは家庭から発生していると推計。
○消費者それぞれが生活スタイルに合った方法で、食品ロス削減に取り組むことが大切。
○家庭で捨てられやすい食品は、「主食（ご飯、パン、麺類） 」、「野菜」、「副菜」の順に多く、
捨ててしまう理由は、「食べ残した」、「傷んでいた」、「賞味期限切れ」、「消費期限切れ」の順に多い。

○そもそも不必要なものを買わなければ、使い切れずに食品ロスを発生させることもない。

【特集】第１部第２章第２節 段階ごとの分析～家庭での消費段階１～

図表Ⅰ-2-2-20 家庭で捨てられやすい食品（左）と食品を捨ててしまう理由（右）

（備考）　 1．�消費者庁「平成29年度徳島県における食品ロスの削減に資する取組の実証調査報告書」（2018年）により作成。
　　　　 2．�実証調査期間（ 4週間）に廃棄された食品（飲料を除く）について、回答モニター 1世帯当たりの、�

（左図）食品の種類別の廃棄件数、（右図）理由別の回数。

4.0 3.8
2.9

2.0
1.6

2.6

9.3

3.3

1.0 0.9 0.7 0.7 0.7

0

10

8

6

4

2

家庭で捨てられやすい食品
（件） （回）

0

10

8

6

4

2

家庭で食品を捨ててしまう理由

主
食

野
菜

副
菜

肉
類
等

果
物

そ
の
他

食
べ
残
し
た

傷
ん
で
い
た

賞
味
期
限
切
れ

消
費
期
限
切
れ

お
い
し
く
な
い

そ
の
他

無
回
答

図表Ⅰ-2-2-21 日頃の買物で意識していること（食品ロス関係）

（備考）　 1．�消費者庁「消費者意識基本調査」（2019年度）により作成。
　　　　 2．�「あなたは日頃、食品や食事について以下の項目がどの程度当てはまると思いますか。」との問に対する

回答。
　　　　 3．�四捨五入のため合計は必ずしも一致しない。

0.6

0.7

7.5

7.4

22.1

20.2

26.7

29.7

34.2

34.5

8.9

7.4

買物に行って
から買うもの

を考える

特売品だと予
定より多く
買ってしまう

全体
（N＝6,173）

0 100
（％）

80604020

かなり当てはまる
あまり当てはまらない 当てはまらない 無回答

ある程度当てはまる どちらともいえない

27.641.9

当てはまる（計）
43.1

当てはまらない（計）
29.6
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○食品を保存する際の整理方法や食材に適した保存方法を知り、実践することで、買い過ぎや賞味期限・消費期限
切れを防ぐことができる。

○賞味期限を過ぎた食品であっても、食べられるかどうか個別に判断することが大切。

【特集】第１部第２章第２節 段階ごとの分析～家庭での消費段階２～

図表Ⅰ-2-2-25 賞味期限が過ぎた食品に対しての行動

（備考）　 1．�消費者庁「消費者意識基本調査」（2019年度）により作成。
　　　　 2．�「賞味期限が過ぎた食品について、あなたはどのように行動しますか。」との問に対する回答。
　　　　 3．�四捨五入のため合計は必ずしも一致しない。

0.7

0.6

0.8

0.8

7.6

23.5

11.3

12.7

26.0

45.5

32.9

36.1

35.1

21.3

30.5

26.8

30.6

9.1

24.5

23.7

1000 80604020
（％）

色やにおい等を確認して判断する気にせず食べる
捨てる 無回答

気になるが食べる

スナック菓子、
カップ麺

冷凍食品
（チャーハン、餃子

など）

乳製品などの冷蔵品
（チーズ、ヨーグルト

など）

缶詰

図表Ⅰ-2-2-24 家庭における食品の保存に関する意識

（備考）　 1．�消費者庁「消費者意識基本調査」（2019年度）により作成。
　　　　 2．�「あなたは日頃、食品や食事について以下の項目がどの程度当てはまると思いますか。」との問に対する回答。
　　　　 3．�四捨五入のため合計は必ずしも一致しない。

0.7

0.9

0.5

0.6

4.5

3.5

4.5

3.9

7.2

9.1

13.9

13.0

18.0

27.9

26.4

30.4

44.4

42.9

40.7

37.6

25.2

15.7

14.0

14.6

1000 80604020
（％）

当てはまる（計）
69.6

全体（N＝6,173）

58.5

54.7

52.1

当てはまらない（計）
11.6　　

12.6

18.4

16.9

買ってきた食材別に決まっ
た置き場所がある

食品に合った保存方法を考
え、長持ちさせる

日頃から冷蔵庫などの食材
の種類、量、賞味期限・消

費期限を確認する

冷蔵庫・食品庫に詰め込み過
ぎず、何が入っているか常に
わかるようにするを確認する

どちらともいえないかなり当てはまる
あまり当てはまらない 当てはまらない 無回答

ある程度当てはまる
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○消費者庁では、2018年に食品ロスの削減に資する取組の実証調査を実施し、翌年にはフォローアップ調査を実施。
○食品ロス削減には、「もったいない」の意識付けと経済的な動機付けが有効。

【特集】第１部第２章第２節 段階ごとの分析～家庭での消費段階３～

徳島県における食品ロスの削減に資
する取組の実証調査（2018年）

<調査概要>
約100世帯のモニター家庭を、食品ロス削
減の取組を実施する「介入群」と、実施しな
い「非介入群」とに分け、その両方に家庭か
ら出た食品ロスの計量と記録を依頼

<調査結果>
介入群 ：食品ロス量を約４割削減
非介入群：食品ロス量を約２割削減

→「計る」、「記録する」だけでも、食品ロスを
減らす効果がある

介入群では、食品ロスを金額換算したとこ
ろ、１世帯１日当たり2.5円の節約につな
がった

徳島県における食品ロス削減実証調査のフォローアップ調査（2019年）

<調査概要>
実証調査の協力家庭を対象に、意識・行動の変化、取組や計量状況を調査

<調査結果>
食品ロス量の計測を続けている人は、約１割である一方、削減の取組は、ほと
んどの人が続けている
取組を実施している理由は、「もったいない」、「家計の節約となる」が上位

図表Ⅰ-2-2-31 食品ロス削減の取組・行っている理由（介入群）

（備考）　 1．�消費者庁「『平成29年度徳島県における食品ロスの削減に資する取組の実証調査』のフォローアップ調査」（2019年10月調査）
により作成。

　　　　 2．�「現在、実践している理由は何ですか。」との問に対し、 5 件法で「当てはまる」又は「やや当てはまる」と回答した合計人数
が多い順に表示。介入群28世帯のうち、無回答 1世帯を除く。

1

1

2

1

6

4

1

3

6

10

6

11

7

11

14

9

13

12

8

20

15

9

10

3

3

3

0

0

0

0

0
0

0
0
0

270 189（N＝27）

もったいない

家計の節約となる

習慣となっている

環境・社会のために良い

手間がかからない

社会的に話題

食品ロス削減の効果が
感じられる

どちらでもない当てはまる
全く当てはまらない 無回答あまり当てはまらない

やや当てはまる
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○品質には問題ないものの廃棄されそうな食品を、生活困窮者や子ども食堂、被災地、その他食品を必要として
いるところに届け有効活用することで、食品ロスの発生を防止。

○フードバンクには、基盤の確保や認知度不足、食品寄贈に伴うリスク、様々な主体との連携等の課題が存在。

【特集】第１部第２章第２節 段階ごとの分析～有効活用段階～

【フードバンク活動】
食品関連事業者その他の者

から未利用食品等まだ食べる
ことができる食品の提供を受け
て貧困、災害等により必要な

食べ物を十分に入手することが
できない者にこれを提供するた
めの活動

【フードドライブ活動】
学校や職場、グループ等、様々
な機関・団体が拠点となり、一
般家庭にある未利用食品を集
め、集まった食品をフードバン
ク団体や福祉施設等に寄付す
る活動

図表Ⅰ-2-2-37 フードドライブの取組状況

（備考）　 1．�消費者庁「消費者意識基本調査」（2019年度）により作成。
　　　　 2．�「あなたは日頃、食品や食事について以下の項目がどの程度当ては

まると思いますか。」との問で、「家庭で余っている食品を、地域の
福祉団体などに寄付する」に対する回答。

　　　　 3．�四捨五入のため合計は必ずしも一致しない。

68.519.88.5
1.8

0.80.6 当てはまる（計）2.4 当てはまらない（計）88.3

かなり当てはまる ある程度当てはまる どちらともいえない
あまり当てはまらない 当てはまらない 無回答

全体
（N＝6,173）

（％）
1000 80604020

図表Ⅰ-2-2-36 フードバンク活動の認知度

（備考）　 1．�消費者庁「令和元年度消費者の意識に関する調査―食品ロスの認知
度と取組状況等に関する調査―」（2020年）により作成。

　　　　 2．�「あなたは、フードバンク活動を知っていますか。」との問に対する
回答。

　　　　 3．�四捨五入のため合計は必ずしも一致しない。

24.431.037.37.4

知っている（計）44.6 知らない（計）55.4

よく知っている ある程度知っている あまり知らない 全く知らない

全体
（N＝3,000）

（％）
1000 80604020

図表Ⅰ-2-2-35 国内のフードバンク団体数の推移（左）と食品取扱量別の団体数割合（右）

（備考）　 1．�公益財団法人流通経済研究所「フードバンク実態調査事業報告書」（2020年）及び農林水産省ウェブサイト「フードバンク団
体一覧（2020年 3 月31日更新）」により作成。

　　　　 2．�（左図）活動開始年を回答しなかった団体については、前回調査で回答していれば、その回答内容を適用し、前回調査の対象
外だった団体は、「団体の設立時期」の回答年を「活動開始年」として処理している。

　　　　 3．（右図）取扱量に、ほかのフードバンクからの提供分は含まない。
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○食品ロスの削減は誰もが取り組める身近な課題であり、多様な主体が連携し、国民運動として推進。
○消費者への地道な啓発活動に加え、各主体をつなぐ新たなビジネスモデルも出現。
○行政（国、地方公共団体）は、積極的に食品ロスの削減を打ち出し、全ての主体が参加しやすい仕組みを整備。

【特集】第１部第２章第２節 食品ロスを国民運動として推進するために

様々な主体を「マッチング」させて食品ロスを削減

「tabeｌoop」
一次産業の生産者と消費者をつなぎコミュニケーションを生むマッチング

「KURADASHI」
販売期限を過ぎた食品等、食べられるが店頭で売ることができない商
品を販売し、売上の一部を社会貢献団体に寄付

「TABETE」
製造小売事業者や飲食事業者と「食べ手」をマッチング

全国生活学校連絡協議会・全国の生活会議・
公益財団法人あしたの日本を創る協会

地域に密着した組織をいかして「食品ロス削減全国運動」を展開

・食品ロスになりやすい食材を使った
「レシピ集」を作成、配布

・毎月１日を「食品ロス見直しデー」
とし、食品ロスの重さを量り「独自
の削減家計簿」にチェック
する活動を実践

・地域に密着した組織をいかし
フードドライブを実施

一般財団法人ベターホーム協会

家庭での食材の保存・調理の知識を科学的根拠に基づき紹介

・料理教室や出版等を通じて、
食分野における消費者教育を実施

・「食べもの大切運動」として、記念日や
川柳の募集等のイベントを実施

・食材の保存方法や余りがちな食材
を無駄にしないアイデアを紹介
（大切な食べものを無駄にしない本）

・科学的知識に基づいた冷凍・解凍方法
を紹介（ポジティブフリージング読本）

きょうとフードセンター

子供への支援事業を社会福祉協議会へ委託しフードバンクを運営

・行政が食品の提供者と
提供先のマッチングを行う
全国初の仕組み
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○不必要なプラスチックの使用を減らし、賢く上手に付き合うことが大切。

【特集】第１部第２章第３節 プラスチックごみ削減に向けた動き、消費者の意識

【現状】
○プラスチックはその機能の高度化を通じて、
産業界の発展と共に社会的課題の解決に寄与

○一方で、化石燃料の消費や海洋プラスチック
ごみ等の問題をはらむ

【対策】

○プラスチックの３Rを推進するとともに、
再生材や再生可能資源に切替え
※３R・・・発生抑制（Reduce）、再使用（Reuse）、

再生利用（Recycle）

①リデュース等の徹底
→不必要に使用・廃棄されるプラスチックを
徹底的に削減

②効果的・効率的で持続可能な回収・再生利用
→「分ければ資源、混ぜればごみ」の考えの
周知・啓発

③再生材・バイオプラスチックの利用促進

レジ袋有料化
2020年７月１日から、プラスチック製買物袋を全国的に有料化する
ことにより消費者のライフスタイルを変革し、過剰な使用を抑制

図表Ⅰ-2-3-7 レジ袋についての買物時の意識

（備考）　 1．�消費者庁「消費者意識基本調査」（2019年度）により作成。
　　　　 2．�「あなたは日頃の買い物で、以下のことをどの程度意識していますか。」との問に対する回答。
　　　　 3．�四捨五入のため合計は必ずしも一致しない。

8.415.517.932.423.8

1.9意識している（計）56.2 意識していない（計）23.9

かなり意識している ある程度意識している どちらともいえない
あまり意識していない ほとんど・全く意識していない 無回答

レジ袋をもらわない
（N＝6,173）

（％）
1000 80604020

（ワンウェイ……通常一度使用した後にその役目を終えること）

図表Ⅰ-2-3-6 ワンウェイプラスチック製容器包装・製品についての買物時の意識

（備考）　 1．�消費者庁「消費者意識基本調査」（2019年度）により作成。
　　　　 2．�「あなたは日頃の買い物で、以下のことをどの程度意識していますか。」との問に対する回答。
　　　　 3．�四捨五入のため合計は必ずしも一致しない。

1.2

1.0

6.7

5.2

22.6

13.3

33.8

17.0

29.1

36.3

6.6

27.2

0 100
（％）

80604020

かなり意識している
あまり意識していない ほとんど・全く意識していない 無回答

ある程度意識している どちらともいえない

18.563.5

意識している（計）
35.7

意識していない（計）
29.3

弁当・総菜などを購入するとき
に不要なフォーク・スプーンを

もらわない

容器や包装の少ないものを選ぶ

全体（N＝6,173）
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○プラスチックごみを削減するためには、事業者・消費者・行政等の協働による取組が大切。

【特集】第１部第２章第３節 プラスチックごみ削減の取組

花王株式会社

「つめかえ・つけかえ用製品」によりプラスチック包装容器使用量を削減

・「私たちのプラスチック包装容器宣言」を
公表し、様々な取組を通して、
プラスチック使用量の削減等を推進

・「つめかえ・つけかえ用製品」に使用する
プラスチックの体積は、
従来洗剤容器と
比べて約６分の１

株式会社セブン‐イレブン・ジャパン

世界初の店頭回収による循環型ペットボトルリサイクルの実現

・店頭にペットボトル回収機を設置
・協力した消費者には投入した

ペットボトルに応じてポイントを付与
・一部の地方公共団体と連携し、

産官民の連携の下、取組を推進
・回収したペットボトルのみを原料

にしたリサイクルペット100％の
容器を使用した商品を販売

栃木県

全国初の県と県内全市町でのプラごみゼロ宣言

・2019年８月、県と県内全25市町による
「栃木からの森里川湖（もりさとかわうみ）
プラごみゼロ宣言」

・不要なエコバッグを有効活用（リユース・
シェア）する県庁deシェアバッグ事業を実施

・生分解性素材のプラスチックを利用した
ストローの使用に関する実証事業を実施

体積量の比較（同じ洗濯回数）

右から①従来洗剤容器
②コンパクト洗剤容器
③つめかえパック

店頭に設置されたペットボトル減容回収機

アイカサ（株式会社Nature Innovation Group）

地球環境に優しい傘のシェアリングエコノミー

・「濡れない経験」を提供することをコンセプト
にした傘のシェアリングサービス

・事業者にとっては、利用者の利便性が
高まることで集客効果が期待される

・利用者にとっては、節約につながる上、
家に不要なビニール傘がたまることがなく、
ごみの削減にもつながる
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○消費者に「環境意識」、「性格」、「買物行動」に関する質問を行い、回答パターンによりグループ化。
○環境への意識と自己利益への意識の二つの軸で、消費者を四つのタイプに分類することができた。

【特集】第１部第２章第４節 消費者のタイプ別分析１

図表Ⅰ-2-2-33 消費者の 4 類型とその特徴

（備考）　 1．消費者庁「消費者意識基本調査」（2019年度）により作成。
　　　　 2．�「環境重視度」、「自己重視度」と名付けた二つの軸（因子）による因子分析の結果を基に、四つのグループに分類し、

その特徴を説明したもの。
　　　　 3．対象者は、分析に用いた「環境への意識」、「個人の性格」、「買物行動」に関する39の質問全てに回答した5,629人。

環
境
重
視
度

　高

環
境
重
視
度

　低

バランス型

環境優先型

自己優先型

無頓着型

自己重視度　低

自己重視度　高

・自己の利益や他人からの評価に敏感

・40歳未満の若い年齢層が多い　　　
管理職を除く会社員等や学生が多い

・インターネット、携帯電話・スマー
トフォンに接触が多い

・環境や社会貢献と自己の利益、両方
への意識が高い

・全年齢層、職業に片寄りなく存在

・いずれのメディアにも幅広く接触

・いずれの項目についても比較的反応
が薄い

・全年齢層、職業に片寄りなく存在　
比較的男性が多い

・メディアへの接触状況について特徴
はない

・環境や社会貢献への意識が高い

・50歳以上の年齢層が多く、女性が多い
専業主婦・主夫が多い

・新聞・雑誌、行政の広報誌に接触が
多い

＜反応の高かった項目＞
・「損得を考えて行動する方だ」
・「他人の評価が気になる」
・「賞味期限・消費期限が近づいて
　いても、安くなっていれば買う」
� 等

＜反応の高かった項目＞
・�「環境に配慮されたマークの
ある食品・商品を選ぶ」
・「レジ袋をもらわない」
・�「買物をせず、残っている食
材で料理することがある」
・�「食品に合った保存方法を考
え、長持ちさせる」
� 等

5,629名の消費者を
意識・行動により分類
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○残り食材の活用や保存方法の工夫には、「環境優先型」、「バランス型」の反応が高い。
○「自己優先型」、「バランス型」は“お得感”に敏感。特売や賞味・消費期限が近づいた値下げに反応。

【特集】第１部第２章第４節 消費者のタイプ別分析２

図表Ⅰ-2-2-34 食品ロス削減関連質問への反応

（備考）　 1．�消費者庁「消費者意識基本調査」（2019年度）により作成。
　　　　 2．�「環境重視度」、「自己重視度」と名付けた二つの軸（因子）による因子分析の結果を基に、�消費者を四つのグループに分類し、回答をグループ別に集計

したもの。
　　　　 3．�対象者は、分析に用いた「環境への意識」、「買物行動」、「個人の性格」に関する39項目の質問全てに回答した5,629人。
　　　　 4．�各グループの規模は、「バランス型」n=1,726、「自己優先型」n=1,242、「無頓着型」n=1,563、「環境優先型」n=1,098。
　　　　 5．四捨五入のため合計は必ずしも一致しない。
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0.3

0.9

5.3

23.5

17.8

4.7

23.6

35.1

35.1

17.0

70.6

40.9

46.8

77.3

0.3

0.2

0.3

0.3

12.3

11.0

20.3

23.8

24.3

19.6

26.4

23.7

63.1

69.2

53.0

52.3

0.3

0.3

0.2

0.3

6.1

11.4

10.5

5.8

21.9

18.4

24.4

16.2

71.7

69.9

64.9

77.7

0 80604020 100

バランス

自己優先

無頓着

環境優先

買物をせず、残っている食材で料理をすることがある

肯定的反応（かなり～ある程度当てはまる等） 中立的反応（どちらともいえない）
無回答否定的反応（あまり～ほとんど・全く当てはまらない等）

特売品だと予定より多く買ってしまう

外食時、食べきれる量を考えて注文する

（％）
0 80604020 100

バランス

自己優先

無頓着

環境優先

（％）

0 80604020 100

バランス

自己優先

無頓着

環境優先

（％）
0 80604020 100

バランス

自己優先

無頓着

環境優先

（％）

0 80604020 100

バランス

自己優先

無頓着

環境優先

（％）
0 80604020 100

バランス

自己優先

無頓着

環境優先

（％）

賞味期限・消費期限が近づいても、安くなっていれば買う

食品に合った保存方法を考え、長持ちさせる

残さずに食べる
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○消費者の性格や行動パターンに即した啓発をするためのヒントを得ることができた。
○事業者が社会的課題の解決に資する自社の取組等を発信する際にも有効と考えられる。

【特集】第１部第２章第４節 消費者のタイプ別分析３

【消費者タイプ別の啓発方法】

○「自己優先型」に対しては・・・
環境や社会に貢献するような取組が
結果的に自己の利益につながること
を、ウェブ媒体を通じて発信
職場や学校といった場を捉えて啓発
を行うことも有効

○「環境優先型」に対しては・・・
社会的課題の解決に資するような考え
や商品・サービス、事業者の取組を、
新聞や行政の広報誌といった紙媒体
を通じて発信

図表Ⅰ-2-4-2 メディアへの接触状況

（備考）　 1．�消費者庁「消費者意識基本調査」（2019年度）により作成。
　　　　 2．�「あなたは、暮らしの中で注意すべき情報（詐欺や悪質商法、製品の安全性に関するものなど）を、どこから（何から）入手

又は見聞きしていますか。」との問に対する回答（複数回答）について、「環境重視度」、「自己重視度」と名付けた二つの軸（因
子）による因子分析の結果を基に、�消費者を四つのグループに分類し、グループ別に集計したもの。

　　　　 3．対象者は、分析に用いた「環境への意識」、「買物行動」、「個人の性格」に関する39の質問全てに回答した5,629人。
　　　　 4．�各グループの規模は、「バランス型」n=1,726、「自己優先型」n=1,242、「無頓着型」n=1,563、「環境優先型」n=1,098。
　　　　 5．�※ 1 　携帯電話・スマートフォンに入ってくるお知らせやニュースアプリの情報
　　　　　　※ 2　YouTube、ＡbemaTV、ニコニコ動画等の動画配信サイト
　　　　 6．�無回答は、「バランス型」0.1％、「自己優先型」0.0％、「無頓着型」0.3％、「環境優先型」0.1％。
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「環境優先型」は
「紙媒体」への接触が高い

31



○持続可能な社会の形成に向けて、各当事者が共通の目的をもって協働し、健全な市場の形成を通じて取組を
進めていくことが不可欠。

○食品ロスやプラスチックごみの問題は、消費者・事業者・行政が共に取り組む「協働行政」の手法が適する分野。
○消費者行政として、「消費者志向経営の普及」と「エシカル消費の啓発」を一体的に推進。

【特集】第１部第２章第４節 持続可能な社会に向けて

図表Ⅰ-2-4-3 消費者行政における持続可能な社会の形成に向けての概念図

消費者保護
自立支援

相談・要望

消
費
者
志
向
経
営

エ
シ
カ
ル
消
費

（
商
品
・
サ
ー
ビ
ス
の
選
択
）

協働
各主体の
社会的責任を
自覚しての取組

良
質
な
市
場

悪質な
事業者

自主的な
取組促進 持続可能な社会

持続可能な
消費活動

自主ルール
策定

規制による
市場の健全化

持
続
可
能
な

生
産
・
消
費
形
態

持続可能な
生産・流通プロセス

SDGs

社会への啓発
仕組み作り

消費者

行政

事業者
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○2020年３月、2020年度から2024年度までの５年間を対象とする第４期消費者基本計画が閣議決定。

第２部第１章 消費者庁における主な消費者政策
第４期消費者基本計画の策定

第４期消費者基本計画では、
消費者政策が中長期的に目指すべき社会の姿として、

・消費者の安全・安心の確保
・誰一人取り残さない社会的包摂の実現
・未来の創造等に向けた消費生活の実現
・多様な主体の連携による重層的な体制の整備

の４点を掲げている。

図表Ⅱ-1-1-1 第 4 期消費者基本計画の概要

情報

【第１章　消費者基本計画について】
１．消費者問題の歴史と消費者基本計画策定までの経緯
２．消費者庁・消費者委員会設置とその後10年間の消費者政策の展開
３．新たな消費者基本計画の策定

【第３章　政策の基本方針】
１．消費者政策において目指すべき社会の姿等
　（１）消費者の安全・安心の確保
　（２）誰一人取り残さない社会的包摂の実現

【第５章　重点的な施策の推進】

【第4章　政策推進のための行政基盤の整備】

【第２章　消費者政策をめぐる現状と課題】
〈課題分析〉〈現状認識〉

（３）未来の創造等に向けた消費生活の実現
（４）多様な主体の連携による重層的な体制の整備

○ぜい弱な消費者の増加や一時的弱者の発生を
踏まえ、重層的かつきめ細かな対策を講じる
必要

○デジタル化の進展による電子商取引の拡大を
踏まえ、政策面・制度面からの対応が必要

○持続可能な社会の実現に向け、消費者と事業
者との「協働」を促す必要

１．ぜい弱な消費者の増加など消費者の多様化
　○高齢化の進行等
　○成年年齢の引下げ
　○世帯の単身化・地域コミュニティの衰退等
　○訪日外国人・在留外国人による消費増加

２．社会情勢の変化
　○デジタル化の進展・電子商取引の拡大
　○自然災害の激甚化・多発化、新型コロナウ

イルス感染症の拡大
　○持続可能で多様性と包摂性のある社会への

関心の高まり

２．今期計画における消費者政策の基本的方向
　（１）消費者被害の防止
　　・厳格な法執行等による消費者保護
　　・消費者が必要な情報を得られる環境整備
　　・消費者の特性に応じたアプローチ
　（２）消費者の自立と事業者の自主的取組の加速
　　・消費者教育その他の普及啓発
　　・事業者の自主的な取組支援の枠組み構築

　（１）消費者被害の防止
　　・消費者の安全の確保
　　・取引及び表示の適正化等
　　・ぜい弱性等を抱える消費者の支援
　　・消費者の苦情処理等のための枠組み整備
　（２）消費者による公正かつ持続可能な社会への

参画等を通じた経済・社会構造の変革促進
　　・食品ロス削減等
　　・環境の保全
　　・その他の持続可能な社会形成に資する取組
　　・事業活動におけるコンプライアンス向上

（３）消費生活に関連する多様な課題への機動的・
集中的な対応

　・デジタル・プラットフォーム等の利用と消費
者利益の保護・増進の両立

　・国際化の進展への対応
　・新型コロナ感染症拡大・災害など緊急時対応
（４）消費者教育の推進及び消費者への情報提供の

実施
　・消費者教育の推進
　・消費者政策の啓発活動の推進
（５）消費者行政を推進するための体制整備
　・消費者の意見反映・消費者政策の透明性確保
　・国等における体制整備・地方における体制整備

（３）協働による豊かな社会の実現
　・持続可能な社会の形成
　・消費者と事業者とのWIN-WIN関係の構築
　・協働を支える地域の枠組みの構築
（４）デジタル化・国際化に伴う新しい課題への対応
　・デジタル化により実現するSociety5.0への対応
　・国際化の進展への対応
（５）災害・感染症拡大など緊急時対応

・PIO-NETの刷新
・事故情報等の一元化
・ICTの導入　等

・消費生活相談員
・見守りネットワーク
構成員（消費生活協
力員等）
・消費者教育コーディ
ネーター　等

・地方への財政支援
・地方での自主財源確
保への働きかけ
・モデル事業の展開　
等

・法令・自主規制のベ
ストミックス

・新たな消費政策に関
する研究推進　等

法令等財政人材
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○2020年３月、公益通報者保護法の一部を改正する法律案が第201回国会に提出された。

第２部第１章 消費者庁における主な消費者政策
公益通報者保護法の改正

図表Ⅱ-1-3-3 公益通報者保護法の一部を改正する法律案

内部通報・外部通報の実効化

近年も社会問題化する事業者の不祥事が後を絶たず→早期是正により被害の防止を図ることが必要

○権限を有する行政機関への通報の条件【第３条第２号】

（なし）

○報道機関等への通報の条件【第３条第３号】

（現　行）（現　行）

○保護される通報【第２条第３項】○保護の内容【第７条】

②行政機関等への通報を行いやすく

③通報者がより保護されやすく

※公布の日から起算して２年を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。

○保護される人【第２条第１項等】

①事業者自ら不正を是正しやすくするとともに、
安心して通報を行いやすく

○事業者に対し、内部通報に適切に対応するために必
要な体制の整備等（窓口設定、調査、是正措置等）
を義務付け。具体的内容は指針を策定【第11条】
　※中小事業者（従業員数300人以下）は努力義務

○その実効性確保のために行政措置（助言・指導、勧
告及び勧告に従わない場合の公表）を導入【第15条・
第16条】

○内部調査等に従事する者に対し、通報者を特定させ
る情報の守秘を義務付け（同義務違反に対する刑事
罰を導入）【第12条・第21条】

通報者を特定させる情報が漏
れる可能性が高い場合を追加

○権限を有する行政機関における公益通報に適切に対
応するために必要な体制の整備等【第13条第２項】

（現　行） （改　正）

（現　行） （改　正）

（現　行） （改　正）

（改　正）（改　正）

刑事罰の
対象労働者

信じるに足りる相当の
理由がある場合の通報

氏名等を記載した書面を提
出する場合の通報を追加

財産に対する損害（回復困
難又は重大なもの）を追加

生命・身体に対する危
害

通報に伴う損害
賠償責任の免除
を追加

行政罰の対象を
追加

退職者や、役員（原則として調査是正の
取組を前置）を追加

（なし）
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○近年の急速なデジタル技術の発展・デジタル市場の拡大等により、消費者の利便性等が向上した一方で、デジ
タル・プラットフォーム企業が介在する消費者取引で新たな消費者トラブルも発生。また、デジタル化の中で消費
生活にもたらす新たな課題への対応も求められている。

○消費者庁では、有識者による検討会を開催するなど、デジタル化への対応を検討。

第２部第１章 消費者庁における主な消費者政策
デジタル化への対応

図表Ⅱ-1-4-1 デジタル化への対応：消費者庁における検討の全体像

デジタル

●消費者契約に関する検討会
（2019年12月～）

デジタル分野の議論については
相互に連携

デジタル
＋

従来からの
消費者問題

「デジタル・プラットフォーム企業が
介在する消費者取引における環境整備
等に関する検討会」（2019年12月～）

「消費者のデジタル化への対応に関
する検討会」（2019年12月～）

取引の場の提供者としての役割や
消費者に対する情報提供の在り方
を議論

プラットフォームの台頭その他の
デジタル化が消費生活にもたらす
変化に消費者はどう向き合えばよ
いかを議論

●「特定商取引法及び預託法の制度の在り
方に関する検討委員会」

（2020年２月～）
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○誰もが、どこに住んでいても、生涯を通じて、様々な場で、消費者教育を受ける機会が提供されるよう、
消費者教育推進会議の議論を踏まえ、具体的な施策を検討し、実施。

○成年年齢引下げを見据え、実践的な消費者教育の実施を推進するため、若年者の消費者教育分科会に
おいて、2019年７月に消費者教育教材の提供方法及び効果的な周知に関する今後の方向性等について提言。

第２部第１章 消費者庁における主な消費者政策
消費者教育の推進

図表Ⅱ-1-5-1 消費者教育教材の在り方

（注 1）　https://www.kportal.caa.go.jp/index.php
（注 2）　�https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_education/public_awareness/teaching_material/material_010/
（注 3）　�https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_education/public_awareness/teaching_material/material_004/pdf/material_004_190322_0002.pdf

消費者教育ポータルサイトの全面的な見直し

消費者教育ポータルサイトは見直しが必要

加工可能な教材など多様な教材の開発

消費者教育推進会議

若年者の消費者教育分科会取りまとめ（消費者教育教材の在り方）2019年７月取りまとめ
【議題②】
消費者庁による小中向け消費者教育教材作成の必要性

消費者教育教材
「消費者センスを身につけよう」の改定

課題②周知方法

【議題①】
消費者教育教材の提供方法及び効果的な周知

（例）「社会への扉」（注２）

課題①提供方法

学校現場では、紙媒体の教材の
需要が高いものの…
・他の地方公共団体にまで必要
冊数を提供してもよいと回答
した教材は少ない（消費者庁
調べで213教材中７教材）。

・ウェブサイトからダウンロー
ドして印刷する教材は、費用
面で活用しづらい。

【消費者教育ポータルサイト（注１）】
・教材等の掲載状況が悪い（掲載教材割合は
約16％〔消費者庁調べで213教材中34教材〕）。
・消費者教育ポータルサイトを利用して教材
を検索しているアクセス数が少ない（経由
300件　対　非経由約300万件）。

広く学校の授業での活用を想定
しなければ、実際の活用にはつ
ながらない

消費者ホット
ラインの番号
変更など形式
面の修正を
行った。
改定版は消費
者庁ウェブサ
イトで公表済
み（注３）

（例）消費者庁作成教
材「社会への扉」
パワーポイント版
（注２）

①単ページ教材の開発
　→冊子としないことで、必要枚数の印刷と配布が容易に。
②加工可能な教材の開発
　→教員や外部講師が加工可能にすることで、幅広い活用を期待。
⇒①②を踏まえ、消費者庁では、「社会への扉」について、パワーポ
イント版を作成。

見直しに当たって以下の点に重点を置いたサイトに移行すべき。
①消費者教育の実践例の発信
　→多種多様な消費者教育教材を活用した実践例の発信
　→外部講師による出前講座の実践例の発信
②消費者問題の解説や消費者教育の素材に係る情報発信
　→日々変化する消費者問題や幅広い社会的課題について、消

費者教育目線での解説と情報発信
③利用者目線に立ったウェブサイトの構成
　→学校種別、科目別に実践例等を閲覧可能に。閲覧履歴の表示。

閲覧履歴から推測される教材や実践例の表示。一定の頻度
での更新や適切な情報量の掲載
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○2020年３月に、2020年度から2024年度までの５年間を対象とした「地方消費者行政強化作戦2020」を策定。

第２部第１章 消費者庁における主な消費者政策
地方消費者行政の充実に向けた取組

図表Ⅱ-1-6-1 地方消費者行政強化作戦2020概要

  第 4 期消費者基本計画（令和 ２ 年 ３ 月３１日閣議決定）を踏まえ、どこに住んでいても質の高い相談・救済を受けられ、消費者の安全・安心が確保される地域体制を全国的に維
持・拡充することを目指し策定（対象期間は、２0２0～２0２4年度）

  地方の自主性・自立性が十分発揮されることに留意しつつ、地方消費者行政の充実・強化のための交付金等を通じて、地方における計画的・安定的な取組を支援
 毎年度、進捗状況の検証・評価を行うなど、PDCAによる進捗管理を徹底

２0２0年 4 月消費者庁趣旨

〈政策目標 １ 〉消費生活相談体制の強化
【消費生活センターの設置促進】
　 １ － １ 　 設置市区町村の都道府県内人口カバー率90％以上

〈政策目標 ２ 〉消費生活相談の質の向上
【消費生活相談員の配置・レベルアップの促進】
　 ２ － １ 　 配置市区町村の都道府県内人口カバー率90％以上
　 ２ － ２ 　相談員資格保有率75％以上
　 ２ － ３ 　相談員の研修参加率１00％（各年度）
　 ２ － 4 　 指定消費生活相談員を配置（全都道府県）

〈政策目標 ３ 〉消費者教育の推進等
【若年者の消費者教育の推進】
　 ３ － １ 　 消費者教育教材「社会への扉」等を活用した全国での実践的な消費者教育の

実施
　 ３ － ２ 　 若年者の消費者ホットライン１８８の認知度３0％以上（全国）
　 ３ － ３ 　 若年者の消費生活センターの認知度 75％以上（全国）
【地域における消費者教育推進体制の確保】
　 ３ － 4 　 消費者教育コーディネーターの配置の推進（全都道府県、政令市）
　 ３ － 5 　 消費者教育推進地域協議会の設置、消費者教育推進計画の策定（都道府県内

の政令市及び中核市の対応済みの割合50％以上）

　 ３ － 6 　 講習等 （出前講座を含む）の実施市区町村割合75％以上
【SDGsへの取組】
　 ３ － 7 　 エシカル消費の推進 （全都道府県、政令市）
　 ３ － ８ 　 消費者志向経営の普及・推進 （全都道府県）
　 ３ － 9 　 食品ロス削減の取組の推進（全都道府県、政令市）

〈政策目標 4 〉 高齢者等の消費者被害防止のための見守り活動の充実
【消費者安全確保地域協議会の設置】
　 4 － １ 　 設置市区町村の都道府県内人口カバー率50％以上
【地域の見守り活動の充実】
　 4 － ２ 　 地域の見守り活動に消費生活協力員・協力団体を活用する市区町村の都道府

県内人口カバー率50％以上
　 4 － ３ 　 見守り活動を通じた消費者被害の未然防止、拡大防止

〈政策目標 5 〉 特定適格消費者団体、適格消費者団体、消費者団体の活動の充実
〈政策目標 6 〉 法執行体制の充実 （全都道府県）
〈政策目標 7 〉 地方における消費者政策推進のための体制強化
【地方版消費者基本計画】
　 7 － １ 　 地方版消費者基本計画の策定（全都道府県、政令市）
【消費者行政職員】
　 7 － ２ 　 消費者行政職員の研修参加率８0％以上（各年度）

都道府県ごとに以下の目標を達成することを目指し、地方公共団体の取組を支援政策目標
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○2020年７月に、新たな恒常的な拠点として、「新未来創造戦略本部」を開設。
①全国展開を見据えたモデルプロジェクトの拠点、 ②消費者政策の研究拠点、 ③新たな国際業務の拠点
のほか、災害時のバックアップ機能、消費者庁の働き方改革の拠点として位置付け。

第２部第１章 消費者庁における主な消費者政策
新未来創造戦略本部

図表Ⅱ-1-6-6 「消費者庁 新未来創造戦略本部」 の業務・体制イメージ

徳島県による全面的な協力／消費者行政の進化に大きく貢献／地方から国際的な情報発信

国際消費者政策研究センター
・消費者政策の研究
・国際共同研究　等

消費者庁　新未来創造戦略本部

２．消費者政策の研究拠点
◆消費者政策の中核的な役割を果たす研究部門とし
て、学術機関・関係学会等と連携しながら、研究を
行う

　・認知症と消費者被害に関する研究　等

３．新たな国際業務の拠点
◆新たに必要性が高まっている国際業務（国際交流・
国際共同研究等）を行う

　・国際比較法研究　等（※2019年９月に「G20消費者政策国際会
合」を徳島県と共催）

４．非常時のバックアップ機能
◆首都圏における大規模災害発生時のバックアップ機
能としても位置付け

５．消費者庁の働き方改革の拠点
◆フリーアドレス、ペーパーレス、テレワークの促進
等、働き方改革を引き続き推進

１．全国展開を見据えたモデルプロジェクトの拠点
◆徳島県を実証フィールドとしたモデルプロジェクトを引き続き
実施

　・見守りネットワークの効果分析　等

組織体制等
・現地を総括する戦略本部の次長として審議官を置く
・規模を拡大
　※消費者庁、地方公共団体、企業、学術機関からの
客員研究員も含めた多様な人員構成とし、人材交
流・人材育成の拠点としても位置付け

・引き続き、徳島県知事の強力なリーダーシップの下、
徳島県による全面的な協力を得る

国内外の産官学民による、新たな未来に
向けた消費者行政の発展・創造及び発
信・交流の拠点
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【消費者基本法に基づく国会報告】 第２部第２章 消費者政策の実施の状況

○第２部第２章では、2019年度に実施した関係府省庁も含めた施策の実績について記述。

第１節 消費者の安全の確保
１． 事故の未然防止のための取組
２． 消費者事故等の情報収集及び発生・拡大防止
３． 的確かつ迅速な事故の原因究明調査と再発防止
４． 食品の安全性の確保

第２節 表示の充実と信頼の確保
１． 不当な表示を一般的に制限・禁止する景品表示法の

普及啓発、厳正な運用
２． 商品・サービスに応じた表示の普及・改善
３． 食品表示による適正な情報提供及び関係法令の

厳正な運用

第３節 適正な取引の実現
１． 商品・サービス横断的な法令の厳正な執行、見直し
２． 商品・サービスに応じた取引の適正化
３． 情報通信技術の進展に対応した取引の適正化
４． 詐欺等の犯罪の未然防止、取締り
５． 規格・計量の適正化

第４節 消費者が主役となって選択・行動できる
社会の形成

１． 消費者政策の透明性の確保と消費者の意見の反映
２． 消費者教育の推進
３． 消費者団体、事業者・事業者団体等による

自主的な取組の支援・促進
４． 公正自由な競争の促進と公共料金の適正性の確保
５． 環境の保全に配慮した消費行動と事業活動の推進

第５節 消費者の被害救済、利益保護の枠組みの整備
１． 被害救済、苦情処理及び紛争解決の促進
２． 高度情報通信社会の進展に対応した

消費者利益の擁護・増進
３． 消費生活のグローバル化の進展に対応した

消費者利益の擁護・増進

第６節 国や地方の消費者行政の体制整備
１． 国（独立行政法人を含む。）の組織体制の充実・強化
２． 地方における体制整備
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